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2022年 10月 31日 

三菱ＨＣキャピタル株式会社 

株式会社日本取引所グループ 

 

三菱ＨＣキャピタルエナジーと日本取引所グループが 

太陽光発電分野における共同検討に関する覚書を締結 

日本取引所グループにおける消費電力再エネ化にむけた太陽光発電所の共同開発などを検討 

 

三菱ＨＣキャピタル株式会社(代表取締役 社長執行役員：柳井 隆博／以下、三菱ＨＣキャピ 

タル)のグループ会社で、再生可能エネルギー発電事業を手掛ける三菱ＨＣキャピタルエナジー

株式会社(代表取締役社長:打田 欣生／以下、エナジー社)と、株式会社日本取引所グループ

(代表執行役グループ CEO：清田 瞭／以下、JPX)は、本日、JPX グループのカーボン・ニュー

トラル達成にむけた、太陽光発電分野における共同検討に関する覚書を締結しました。 

今後、両社は、JPX グループが入居するオフィスやデータセンターなどに再生可能エネルギ

ーを供給するための太陽光発電所の開発、およびその保有・運営について、オフサイト PPA*1を 

主軸に検討していきます。 

 

日本政府においては、2020年 10月、2050年までに脱炭素社会を実現し、温室効果ガスの 

排出を実質ゼロにする、カーボン・ニュートラルをめざすことを宣言しました。このようななか、 

企業においても、脱炭素経営の追求、およびその実現が求められています。こうした状況を  

踏まえ、JPX では、中期経営計画 2024 においてグリーン戦略を掲げ、2024 年度までに JPX

グループ全体にてカーボン・ニュートラルの達成にむけて取り組むことを公表しました。 

 

エナジー社は、再生可能エネルギー発電所の開発やその管理、運用を手掛けており、全国に

て 70カ所、395MWの太陽光発電所を保有しています*2。再生可能エネルギーに関する専門性、

事業投資に必要となる金融ノウハウ、これまでの実績・経験をベースにした事業ノウハウ、さらには、

三菱ＨＣキャピタルグループの強固な顧客基盤といった強みを生かし、FIT 制度を活用した太陽

光発電事業やオンサイト PPA*3事業などに加え、今後は、オフサイト PPA事業なども展開、強化

していきます。今回の JPX との連携においては、発電所に適した土地の調査、売電スキームの

検討などにおいて、その知見やノウハウを提供、JPXグループにおいて最適な電源の開発を図り

ます。 

 

三菱ＨＣキャピタルグループは、「環境・エネルギー」を注力領域の一つに掲げ、国内外にて 

再生可能エネルギー発電事業や自家消費型太陽光の PPA 事業、プロジェクト投融資などを 

推進しています。今後とも地域やお客さまのニーズにお応えし、創エネ、蓄エネ、省エネをはじめ

とする最適なソリューションを提供することで、脱炭素社会の実現に貢献していきます。 

 

 

 

News Release 



 

2 

JPX は、今後とも市場運営会社としての取り組みをさらに積極的に推進するとともに、上場  

会社 JPX としても、カーボン・ニュートラルをはじめサステナビリティに関連した諸課題について、

必要な対応を加速させていきます。 

 

*1 PPA(Power Purchase Agreement、電力購入契約)に基づき、電力需要拠点と離れた発電設備から、 

需要拠点に電力を供給するスキーム。 

*2 2022年10月1日時点 

*3 発電事業者が、需要家の敷地内に太陽光発電設備を発電事業者の費用により設置し、所有・維持管理を 

したうえで、発電設備から発電された電気を需要家に供給する仕組み。 

 

■三菱ＨＣキャピタルエナジー 概要 

社 名 三菱ＨＣキャピタルエナジー株式会社 

代 表 者 代表取締役社長 打田 欣生 

所 在 地 東京都千代田区神田神保町 1-105 

設 立 年 月 日 2015年 10月 15日 

事 業 概 要 再生可能エネルギー発電事業、エネルギー関連のアセットマネジメント事業 

資 本 金 1億 5,000万円 

発 電 量 395MW(2022年 10月 1日運転開始済み) 

 

■日本取引所グループ 概要 

社 名 株式会社日本取引所グループ 

代 表 者 代表執行役グループ CEO 清田 瞭 

所 在 地 東京都中央区日本橋兜町 2-1 

設 立 年 月 日 2013年 1月 1日 

事 業 概 要 金融商品取引所持株会社グループの経営管理およびこれに附帯する業務 

資 本 金 115億円 

 

■本件に関するお問い合わせ先 

三菱ＨＣキャピタル株式会社 

コーポレートコミュニケーション部 

〒100-6525 東京都千代田区丸の内一丁目 5番 1号 

TEL 03-6865-3002 (直通) 

 

株式会社日本取引所グループ 

サステナビリティ推進部 

〒103-0026 東京都中央区日本橋兜町 2番 1号 

TEL 03-3666-0141 (代表) 

 

以 上 


